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令和 8年(2026年)1月 30日 

 

 議案第２号 令和７年度 甲賀市一般会計補正予算（第９号）の概要  

 

■概 要 

  エネルギー価格・食料品価格等の物価高騰による影響を踏まえ、物価高騰対策地域応援クー

ポン券を配布するほか、通学定期券購入支援事業を実施するとともに、福祉施設、医療機関等

への支援に要する経費について所要の補正を行います。 

  あわせて、年度内に完了が見込めない事業の繰越明許費を設定します。 

 

■補正予算額 

  ○ 補正後の額 ４８，９９２，８３０千円（うち一般財源 ３１，４０８，７５０千円） 

 

■補正予算の主な内容 

 

【歳入予算の補正】 

 

  ● 国庫支出金            ６１７，４０４千円 

・物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金        ６１７，４０４千円 

 

 ● 基金繰入金           １００，３２９千円 

    ・財政調整基金繰入金                   １００，３２９千円 

   

 

【歳出予算の補正】 

 

物価高騰対策に係るもの 

 

● 物価高騰対策地域応援クーポン券事業 

５７０，３３６千円（国491,804 一財 78,532） 

物価高騰の影響を受ける全市民に対し、市内店舗で使用できるクーポン券を配布する

ための経費を追加 

※繰越明許費を同時計上 

 

● エネルギー・食料品価格等物価高騰対策支援事業      

９３，６２７千円（国88,800 一財 4,827） 

物価高騰に直面する市内の福祉施設や医療機関等に対し、支援金を支給するための

経費を追加  

※繰越明許費を同時計上 

補   正   額 
財  源  内  訳 

特 定 財 源 一 般 財 源 

７１７，７３３千円 ６１７，４０４千円 １００，３２９千円 



- 2 - 

 ● 畜産経営緊急対策事業       １５，１８０千円（国14,400 一財 780） 

物価高騰に直面する市内の酪農事業者に対し、補助金を支給するための経費を追加 

 

  ● 賃上げ環境整備支援事業       ９，８００千円（国1,900 一財7,900） 

物価高騰の中、生産性向上に取り組む市内の中小企業に対し、賃金引上げ支援制度

の申請手続きにかかる費用を補助するための経費を追加 

※繰越明許費を同時計上 

 

● 通学定期券購入支援事業      ２７，１００千円（国18,900 一財 8,200） 

     通学定期券を購入した高校生等に対し、定期代を支援するための経費を追加 

※繰越明許費を同時計上 

 

 その他の事業 

   

  ● 水道事業会計補助事業         １，６９０千円（国1,600 一財 90） 

     水道事業会計における水道料金（基本料金）減免の実施にかかるシステム改修費に

対する繰出金 

 

 

【繰越明許費の補正】 

 ・追加 

● 物価高騰対策地域応援クーポン券事業            ５７０，３３６千円 

● エネルギー・食料品価格等物価高騰対策支援事業        ９３，６２７千円 

● 賃上げ環境整備支援事業                    ９，８００千円 

● 通学定期券購入支援事業                   ２７，１００千円 

一定の期間を確保する必要があり、年度を超えて事業実施する必要があるため 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 3 - 

 議案第３号 令和７年度 甲賀市水道事業会計補正予算（第３号）の概要  

 

■概 要 

  物価高騰の影響を受ける生活者や事業者等に対し、水道料金（基本料金）減免の実施にかか

るシステム改修費について、所要の補正を行います。 

 

■補正予算の主な内容 

   

  《収益的収入》        １,６９０千円  他会計補助金 

  

 《収益的支出》        １,８５９千円    業務費 

 

   

 

  

 



事業名称

目的

対象者

事業概要

事業費

担当課

令和７年度　補正予算（物価高騰対応分）事業の概要

物価高騰対策地域応援クーポン券事業

エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受ける市内全市民に、地元店舗で利用

できるクーポン券を配布し、消費を下支えすることで市民生活を応援する。

市内全市民

１.　地域応援クーポン券事業

　　（１）対象者　　全市民（4/1基準日以降の転入者および出生者も対象）

　　（２）利用期間　令和８年７月１日～令和８年１２月３１日（６か月間）

２．支援額　５３７，０００千円

　　（１）市内本店の中小企業者の店舗及び商工会員の事業所利用分

　　　　3,000円/1人×約89,500人＝268,500千円

　　（２）市内店舗利用分

　　　　3,000円/1人×約89,500人＝268,500千円　※（１）の店舗も利用可とする。

３．事業費　５７０，３３６千円

　　（１）人件費（会計年度任用職員報酬、手当等）　3,648千円

　　（２）需用費（消耗品費、印刷製本費）　7,435千円

　　（３）役務費（通信運搬費、筆耕翻訳料）　18,830千円

　　（４）委託料（封入封緘業務委託）　2,103千円

　　（５）物品借上料　1,320千円

　　（６）補償金　537,000千円

総務部　総務課

５７０，３３６千円
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事業名称

目的

対象者

事業概要

事業費

担当課 健康福祉部 障がい福祉課・⾧寿福祉課・すこやか支援課

９３，６２７千円

令和７年度　補正予算（物価高騰対応分）事業の概要

エネルギー・食料品価格等物価高騰対策支援事業

エネルギー・食料品等の物価高騰の影響を受けながらも、安定した福祉サービス

や地域医療の提供に尽力いただく福祉施設や医療機関等に対し、支援金を支給す

る。

市内の障がい福祉サービス事業所、介護保険サービス事業所、医療機関等

【障がい福祉サービス事業所】

　１．物価高騰対策支援金　１８，７００千円

　（１）入所・居住系サービス　定員1人あたり@20,000円×440人＝8,800,000円

　（２）通所系サービス　　　　定員1人あたり@10,000円×870人＝8,700,000円

　（３）居宅・訪問系・計画相談サービス@100,000円×12事業所＝1,200,000円

　２． 通信運搬費　　１６千円

【介護保険サービス事業所】

　１．物価高騰対策支援金　３８，０００千円

　（１）入所・居住系サービス　@20,000円×定員数1,070人＝21,400,000円

　（２）通所系サービス　　　　@10,000円×定員数1,150人＝11,500,000円

　（３）居宅・訪問系サービス　@100,000円×51事業所＝5,100,000円

　２．通信運搬費　　２７千円

【医療機関等】

　１．物価高騰対策支援金　３６，８４０千円

　（１）病院・有床診療所 ：      1床あたり＠20,000円×1,267床＝25,340,000円

　（２）診療所・助産所・調剤薬局：定額＠100,000円×115か所＝11,500,000円

　２． 通信運搬費　４４千円
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事業名称

目的

対象者

事業概要

事業費

担当課 産業経済部　農業振興課

令和７年度　補正予算（物価高騰対応分）事業の概要

畜産経営緊急対策事業

物価高騰により飼料価格が上昇し、生産費が増加する中、厳しい酪農経営状況に

ある酪農事業者に対し、補助金を交付することで経営継続を支援する。

酪農経営者

１．畜産経営緊急対策事業補助　１５，１８０千円

　（１）対象経費（R5農業経営統計調査　畜産物生産費より）

　　　　①粗収益　1,234,591円/頭

　　　　②生産費　1,257,810円/頭

　　　　　差額（①－②）△23,219円/頭

　　　　③支給単価 ≒ 23,000円/頭

　　　　　23,000円×660頭 ＝ 15,180,000円

　（２）補助率　　定額

　（３）スケジュール　　令和８年２月　補助金交付申請受付・決定

　　　　　　　　　　　　　　　　３月　補助金交付

１５，１８０千円
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事業名称

目的

対象者

事業概要

事業費

担当課 産業経済部　商工労政課

令和７年度　補正予算（物価高騰対応分）事業の概要

賃上げ環境整備支援事業

物価高騰の中、生産性向上等に取り組む市内中小企業を支援するため、国の助成金

の申請手続きにかかる費用を補助し、国支援制度の活用を促進する。

市内中小・小規模事業者

１． 賃上げ環境整備サポート補助　９，６００千円

　市内中小・小規模事業者の国の賃金引上げ支援制度の申請手続きに係る費用に対

    する補助

　業務改善助成金の支給決定額＠1,600千円×20％以内(※)×30件

　※社労士等費用(成功報酬)を国助成額の20％以内と想定

　(1)対象経費　　厚生労働省(滋賀労働局)が実施する「業務改善助成金」など

　　　　　　　 賃金引上げに資する助成金の申請に係る社会保険労務士等費用

　　　　　　　 (成功報酬に限る)

　(2)補助率　　　10/10（1事業者あたり上限6,000千円×20％＝1,200千円）

　(3)補助限度額　国助成金の支給決定額の20％以内

　(4)期　間　　　令和8年1月30日以降に交付申請し、令和9年3月31日までに事

　　　　　　　 　業完了(社労士への支払い含む)した案件

　(5)その他　　　事務費（消耗品費、印刷製本費、通信運搬費）　２００千円

９，８００千円
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事業名称

目的

対象者

事業費

担当課 建設部　公共交通推進課

令和７年度　補正予算（物価高騰対応分）事業の概要

通学定期券購入支援事業

物価高騰の影響を受ける子育て世帯の負担軽減を図るため、通学定期券を利用され

ている高校生等にＪＲ西日本が展開するＷＥＳＴＥＲポイントを付与し支援する。

子育て世帯（通学定期券を購入した高校生等）

２７，１００千円

１．通学定期券購入支援事業

（１）対象者

　　　甲賀市に住民登録のある高校生等
※

　　　※高等学校、特別支援学校(高等部)、高等専門学校(第1～3学年)、

　　　　専修学校(高等課程)に通学する学生

（２）対象定期券

　　　基準日R8.9.30を有効期間に含む６ヶ月間※のＪＲ、

　　　　　　　近江鉄道、信楽高原鐵道、コミバスなどの通学定期券

　　　　　　　※１ヶ月定期×6回分、３ヶ月定期×２回分も対象

２．支援額

　　（１）通学定期30千円以上×1/2≒15千円（上限）

　　（２）通学定期20～30千円×1/2≒10千円

　　（３）通学定期10～20千円×1/2≒5千円

３．事業費

　　（１）定期券購入等支援事業負担金　２６，６００千円

　　　　　 ①15千円×1,080人＝16,200千円

　　　　　 ②10千円×   410人＝  4,100千円

　　　　　 ③  5千円×   260人＝  1,300千円

　　　　 　④JRの事務手数料　5,000千円

　　（２）印刷製本費　　５００千円

事業概要
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事業名称

目的

対象者

事業概要

事業費

担当課 上下水道部　上下水道総務課

１，８５９千円

１． システム改修費　１，８５９千円

　※水道料金の基本料金（２か月分）を免除するためのシステム改修を行う。

　※システム改修に２か月程度かかるため、減免は令和８年度で実施する。

　※給水区域には日野町の一部を含むが、交付金は甲賀市への交付となるため、

　　今回は対象外とする。

　件　数：約36,000件（日野町除く）

　影響額：1億2,100万円（税抜）

　　　　　　口径により基本料金は変わる。

　　　　　　例：13㎜  2,580円（税抜・2か月分）

令和７年度　補正予算（物価高騰対応分）事業の概要

水道料金の減免

水道基本料金の減免を行うことにより、物価高騰の影響を受ける生活者・事業者

等を支援する。

日野町を除く水道利用者
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